
公立大学法人滋賀県立大学施設等の貸付に関する規程 

 

平成  １８  年  ４ 月  1 日 

公立大学法人滋賀県立大学規程第 ５６号 

 

（趣旨） 

第１条 公立大学法人滋賀県立大学（以下「法人」という。）における施設等の貸付けに

関しては、別段の定めのあるもののほかは、この規程の定めるところによる。 

 

（貸付許可の範囲） 

第２条 理事長は、他に適当な代替施設等が存在しない場合で、かつ、滋賀県立大学にお

ける本来の用途または目的を妨げない場合において、法人の施設等を、法人以外の者に

一時的もしくは継続して貸し付けることができる。 

２ 前項に規定する「本来の用途または目的を妨げない場合」とは、次の各号のいずれか

に該当する場合とする。 

(1) 法人の業務の遂行上その必要性が認められる場合 

(2) 法人の施設等の利用が公共性、公益性に反せず、一時的または限定的なため、業務     

運営上支障が生じない場合 

(3) 公共的または公益的な見地から法人の施設等の利用が必要不可欠な場合 

(4) 法人の施設等の利用が公共性、公益性に反せず、社会的または経済的な見地から妥当

と判断される場合 

(5) 法人の職員、学生および来学者等の利便に資する場合 

(6) その他理事長が特別の事情があると認めた場合 

 

（貸付けとみなさない範囲） 

第３条 法人の業務遂行のため、法人が提供する次の施設は貸付けとみなさない。 

(1) 施設管理、清掃、警備等の役務を法人以外の者に委託した場合において、それらの役

務の提供に必要な施設(当該役務の提供に必要な施設を委託者において提供すること

が慣習として一般化しており、かつ、契約書に施設を提供することが明記されている

場合に限る。) 

(2) 前号に掲げるもののほか、法人の業務のため、法人が当該施設を提供するものと認      

められる場合 

 

（貸付許可の手続等） 

第４条 施設等の貸付許可を受けようとする者(以下「申請者」という。)は、滋賀県立大

学施設等貸付申請書（別記様式第 1号。以下「申請書」という。）を原則として使用開



始予定日の１ヶ月前までに、財産管理責任者に提出し、その許可を受けなければならな

い。ただし、貸付許可の更新を受けようとするときは、貸付けを許可された期間の満了

の２ヶ月前までに申請書を財産管理責任者に提出しなければならない。 

２ 一時貸付許可を申請する場合にあっては、使用日の２０日前までに申請書を財産管理

責任者に提出しなければならない。 

３ 前項の申請のうち、体育施設の一時貸付許可を申請する場合にあっては、使用日の属

する月の前月１６日から使用日の７日前までに申請書を財産管理者に提出しなければな

らない。ただし、大会等特別な行事で、理事長が特に必要と認める場合には、この限り

ではない。 

４ 財産管理責任者は、前３項の申請が適当であると認めたときは、申請者に対して滋賀

県立大学施設等貸付許可書（別記様式第２号）（以下「許可書」という。）を交付する

ものとする。 

５ 財産管理責任者は、施設等の貸付けを許可するに当たって必要な条件を付した場合は、

この条件を許可書に記載するものとする。 

 

（貸付期間） 

第５条 貸付期間は、原則として 1 年以内とする。ただし、必要に応じてこれを更新する

ことができる。 

２ 一時貸付を許可する単位は、一日、半日または時間とする。 

 

（使用料） 

第６条 施設等を貸し付ける場合の使用料は有料とし、別表１から６に定めるとおりとす 

る。 

 

（使用料の納付） 

第７条 施設等の貸付けを許可された者（以下「借受人」という。）は、前条に定める使

用料を法人の出納責任者の発する請求書に定める期日までに納付しなければならない。 

２ 一時使用を許可された場合は、使用開始または申請と同時に使用料を納付しなければ 

ならない。ただし、体育施設の一時使用については、申請と同時に使用料を納付しなけ 

ればならない。 

３ 既納の使用料は、原則として返還しない。ただし、借受人の責めに帰さない理由によ

り施設等を使用できない場合または管理運営上の必要のため貸付許可を取り消した場合

は、請求によりその全部を返還するものとする。 

 

（光熱水料等の負担） 

第８条 借受人は、電気、ガス、水道等を一定の量をこえて使用する場合は、第６条の使



用料とは別に光熱水料を負担しなければならない。 

２ 借受人は、前項の使用料に加えて、火災保険料、冷暖房費その他管理上の経費が必要

となる場合は、その料金を負担しなければならない。 

 

（無償貸付） 

第９条 財産管理責任者は、次の各号のいずれかに該当する場合は、法人の施設等を無償 

で貸し付けることができる。 

(1) 法人が、法人の職員または学生等の生活の安定と利便に供し、福祉の増進を図るこ    

とを目的として行う事業を法人以外の者に委託する場合 

(2) 信号機、道路標識、掲示板その他公共用もしくは公用に供するものを設置する場合      

でその敷地面積が僅少な場合 

(3) その他、理事長が法人の業務遂行上特に必要と認めた場合 

 

（使用料の減免） 

第１０条 財産管理責任者は、次の各号のいずれかに該当する場合は、使用料の全額また

は一部を減免することができる。 

(1) その使用目的が、法人の業務遂行上必要である場合 

(2) その使用目的が、教育研究上の効果が高いと判断される場合 

(3) 法人の設立団体が使用する場合 

(4) その他理事長が特別の事情があると認めた場合 

２ 前項の場合であっても、冷暖房費その他管理上の経費が必要となる場合は、その料金

を徴収することができる。 

 

（許可の取消） 

第１１条 財産管理責任者は、借受人が次の各号に該当するときは、速やかに必要な是正

措置を命じ、または貸付許可を取り消すものとする。 

(1) 貸付許可の条件に違反したとき 

(2) 申請書の記載事項が事実に反するとき 

(3) 当該使用により施設等の本来の目的または用途に支障を来すおそれが生ずると認めら

れるとき 

(4) 公益を害し、または秩序を乱すおそれが生ずると認められるとき 

(5) 法人において、当該施設等を使用する必要が急遽生じたとき 

 

（原状回復等） 

第１２条 借受人は、使用が終了したときは、速やかに原状回復のうえ、当該施設等を法

人に返還しなければならない。 



（弁償責任） 

第１３条 借受人は、その責めに帰すべき事由により施設等を損傷し、または亡失したと

きは、財産管理責任者の指示に従い、直ちに復旧するか、またはその費用を弁償しなけ

ればならない。 

 

（雑則） 

第１４条 この規程に定めるもののほか、この規程を実施するために必要な事項は別に定

める。 

 

   付 則 

 この規程は、平成１８年４月 1日から施行する。 

      付 則 

 この規程は、平成２０年１２月２日から施行する。 

   付 則 

 この規程は、平成２１年１２月２日から施行する。 

      付 則 

 １ この規程は、平成２３年４月１日から施行する。 

  ２ この規程は、平成２３年１０月１日以降の貸付について適用し、同日前になされた  

貸付については、なお従前の例による。 

      付 則 

 この規程は、平成２５年４月１日から施行する。 

      付 則 

 この規程は、平成２６年４月１日から施行する。 

   付 則 

 この規程は、平成２７年４月１日から施行する。 

   付 則 

 この規程は、平成２８年４月１日から施行する。 

   付 則 

 この規程は、平成２９年３月６日から施行する。 

 

 

 

 

 

 

 



別記様式第１号  

 

平成  年  月  日  

 

公立大学法人滋賀県立大学  

財産管理責任者  様  

 

                  申請者  団体名  

住  所  

                      氏  名         印  

                      連絡先  

 

 

滋賀県立大学施設等貸付申請書  

 

 下記のとおり、貴法人の施設等の貸付許可を申請します。  

 

記  

 

１ 貸付を受けようとする施設等 

 

 

 

２ 使用目的 

 

 

 

３ 使用期間 

   平成  年  月  日（ ）   時から 

   平成  年  月  日（ ）   時まで 

 

４ その他参考となるべき事項（一時貸付の場合は参加人員等） 

 

 



別記様式第２号 

 

第      号 

平成 年 月 日 

 

申請者 

 

              様 

 

                         公立大学法人滋賀県立大学 

                         財産管理責任者    印 

 

滋賀県立大学施設等貸付許可書 

 

 平成 年 月 日付けで申請のあった施設等の貸付については、下記条件により許可し

ます。 

 

記  

 

１ 貸付施設等の明細 

 

 

２ 使用目的 

 

 

３ 貸付期間 

   平成 年 月 日（ ）  時から 

   平成 年 月 日（ ）  時まで 

 

４ 使用料 

   使用料             円（消費税および地方消費税を含む） 

   光熱水料等  不要・要（使用実績に基づく金額） 

   管理経費等           円（              ） 

 

５ 貸付条件 

 



別表

１　産学連携センター実験室等使用料

（１） 産学連携センター研究実験室使用料

円

円

（2） 地域共生センター研究実験室使用料

円

円

（3） 試験研究等設備使用料

単　位

１時間 円

同 円

同 円

同 円

同 円

同 円

同 円

同 円

同 円

同 円

同 円

同 円

同 円

区　　　　分 単　　位 金　　　　額

物理系研究実験室 月額 90,720

金　　　　額

材料試験機器 X線残留応力測定装置 920

区　　　　　　　　　　　　　　分

化学系研究実験室 月額 90,720

区　　　　分 単　　位 金　　　　額

実験室２ 月額 105,840

実験室３ 月額 123,120

X線分析顕微鏡 1,850

環境機器 無響室 2,050

微小観察機器 走査電子顕微鏡 2,390

熱分析システム 770

紫外可視分光光度計 680

恒温恒湿室 1,130

分析機器 フーリエ変換赤外分光光度計 1,140

液体クロマトグラフ 790

ガスクロマトグラフ 290

分光蛍光光度計 590

全自動元素分析装置 540

ｹﾞﾙﾊﾟｰﾐｴｰｼｮﾝｸﾛﾏﾄｸﾞﾗﾌ 820



本柱 円

支柱および支線 円

円

送電塔 円

公衆電話所 円

マンホールおよびハンドホール 円

円

円

円

円

円

円

標識 １本につき 円

３　講義室等の使用料

講義室等　　１平方メートル当たり 日額 72 円

２　土地使用料年額（電柱、街灯柱、地下埋設管、地上敷設管またはこれら に類する用途に供す
る場合）

地下埋設管および
地上敷設管

使用物件の種類 単　　位

１本につき

１本につき

使用料年額

1,500

950

1,500

外径が０．１メートル未満のもの

外径が０．１５メートル以上、
０．２メートル未満のもの

外径が０．１メートル以上、
０．１５メートル未満のもの

外径が０．２メートル以上、
０．４メートル未満のもの

長さ１メートルにつき 48

72

95

190

1,500

1,100

1,500

1,100

（注）　面積もしくは長さが１平方メートルもしくは１メートル未満であるとき、またはこれらの
面積もしくは長さに１平方メートルもしくは1平方メートル未満の端数があるときは、１平方
メートルまたは１メートルとして計算するものとする。

面積１平方メートル
につき

１個につき

面積１平方メートル
につき

共架電線その他上空に設け
る線類

電柱、街灯柱およ
びこれらに類するも

の

長さ１メートルにつき 4

480外径が０．４メートル以上、
１メートル未満のもの

外径が１メートル以上のもの



４　交流センター使用料

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

（注）　上記施設の半日利用は、半額とする。

５　体育館使用料

円

円

円

（注）　アリーナの半面利用は、半額とする。

６　屋外体育施設使用料

円

円

円

７　その他、土地および建物の使用料年額については、別に定める。

ホール １　日 47,720

ホワイエ １　日 34,560

区　　　　分 単　　位 金　　　　額

研修室３ １　日 3,900

研修室４ １　日 3,900

研修室１ １　日 3,900

研修室２ １　日 3,900

1,020

1,230

研修室７ １　日 3,080

研修室８ １　日 3,080

研修室５ １　日 3,080

研修室６ １　日 3,080

区　　　　分 アリーナ 柔・剣道場

午前（　９：００～１２：３０）

午後（１３：００～１７：００）

4,320　円

4,930　円

テニスコート １面　・　１　時間 300

陸上競技場 １　時間 510

夜間（１７：３０～２１：３０） 4,930　円 1,230

野球場 １　時間 510

区　　　　　　　分 単　　位 金　　　　　　額
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